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１．事業承継を巡る状況 

中小企業白書（２０２４年版）によれば、２０００年の経営者年齢のピーク（最も

多い層）が「５０～５４歳」であったが、５年経過するごとにピークが移動し、２０

１５年には「６５～６９歳」がピークとなっており、経営者の高齢化が進んでいた。   

しかし、２０２３年には「５５～５９歳」が経営者年齢のピークとして分散してい

る状況が確認できる。このことから、経営者年齢の分布が平準化していることが分か

る（図１）。 

一方で、中小企業経営者の平均年齢は引き続き上昇し、全国平均で６３．８歳（前

年６３.０歳）に伸び、前年を０.８歳上回り過去最高を更新した（図２）。 

加えて、経営者の平均年齢が高い地域は地方圏に集中しており、中小企業経営者の

高齢化の進展は顕著となっている（表１）。 

 

（図１）年代別に見た中小企業の経営者年齢の分布 

 

 

 

出所：中小企業庁「中小企業白書（２０２４年版）」  
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（図２）中小企業経営者の平均年齢の推移 

 

出所：（株）東京商工リサーチ「２０２３年 全国社長の年齢調査」 

         

 

（表１）都道府県別中小企業経営者平均年齢（上位１０県） 

    

出所：（株）東京商工リサーチ「２０２３年 全国社長の年齢調査」 

 

また、２０２３年の休廃業・解散件数（図３）は、中小企業庁「中小企業白書  

（２０２４年版）の資料によると、４９, ７８８件であり、前年を上回り、コロナ禍

の影響が大きかった２０２０年を上回る高い水準となった。 

  

順位 都道府県 平均年齢 順位 都道府県 平均年齢

1 高知県 65.96 6 島根県 64.92

2 秋田県 65.7 7 山口県 64.86

3 富山県 65.40 8 山梨県 64.82

4 岐阜県 64.98 9 神奈川県 64.8

5 奈良県 64.95 10 千葉県 64.67
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（図３）休廃業解散企業数の推移 

 

 

出所：中小企業庁「中小企業白書（２０２４年版）」 

 

これら休廃業・解散企業を経営者の年齢別の割合（図４）で見ると、７０歳以上の

経営者の割合は、直近の２０２３年で６６.６％となっており、２０１４年の４５．

６％と比較すると２１ポイント増加しており、その割合は年々増加している。 

また、休廃業・解散企業の損益（当期純利益）の状況（図５）では、黒字の企業が 

５２％となっており、前年から若干減少しているものの、黒字廃業の割合は引き続

き、高い状況が続いている。 

休廃業や解散は、倒産とは異なり経営者の意思による選択ではあるものの、我が国

の貴重な経営資源を持つ中小企業の多くが無くなることには変わりなく、我が国の経

済にとって、また地域経済にとっての損失であり、大きな課題である。   
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（図４）休廃業解散企業の経営者の年齢 

 

（図５）休廃業・解散企業の損益（当期純利益） 

 

出所：中小企業庁「中小企業白書（２０２４年版）」 

 

後継者の有無について、後継者不在率は２０１８年の６７．２％をピークに減少傾

向にあり、足下の２０２３年は５４．５％（前年比３．５ポイント低下）しており、

改善傾向が続いているものの、引き続き高い水準となっている（図６）。 

こうしたデータから、休廃業や解散の要因として経営者の高齢化と後継者不在の問

題が、引き続き大きいことが伺える。 
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（図６） 中小企業における後継者不在率の推移（年代別） 

     

出所：中小企業白書「中小企業白書（２０２４年版）」 

 

次に図７では、経営者の年代別に事業承継の意向を見たものであり、経営者の年代

が上がるにつれて、親族内・親族外にかかわらず、何らかの形で事業承継を検討して

いる企業の割合が高くなっている。特に「子供や孫に引き継ぎたいと考えている」企

業の割合はどの年代においても高いことが伺える。 

一方で、事業承継について「未定である・分からない」と回答する企業の割合は、

経営者の年代が上がるにつれて減少傾向にあるものの、７０歳代以上でも３割弱が存

在する。 
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（図７） 経営者の年代別に見た、事業承継の意向 

 

 出所：中小企業庁「中小企業白書（２０２３年版）」 

 

また、事業承継を円滑に進められなかったことを起因とする後継者難倒産が増加して

おり、２０２３年度に５８６件（前年度４８７件、２０.３％増）発生した。年間で初

めて５００件を超え、過去最多を大幅に更新した。業種別では、建設業が約２０％を

占め、小売業、卸売業の順となっている（図８）。 

 

 

（図８） 後継者難倒産件数推移 

 

出所：（株）帝国データバンク「全国企業倒産集計２０２３年度」 
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２．政府の対応 

政府において、中小企業の事業承継に対する課題は、最重要課題の一つとして位置

づけられている。 

政府では、平成２７年度にＭ＆Ａの手続き、手続毎の利用者の役割・留意点等を記

載した「事業引継ぎガイドライン」を策定し、Ｍ＆Ａ等の一層の活用促進に取り組む

ことを表明。その後、令和２年３月に「中小Ｍ＆Ａガイドライン」を公表し、後継者

不在の中小企業向けにＭ＆Ａのプロセスごとに確認すべき事項や具体的な中小Ｍ＆Ａ

の事例等について提示するとともに、Ｍ＆Ａ仲介業者間の適正な競争環境の整備、仲

介の際に起こり得る利益相反に対する適切な対応や仲介手数料の適正化等を促した。 

同年７月に閣議決定された「成長戦略フォローアップ」においては、「第三者承継

支援と親族内承継支援のワンストップ体制の構築」をはじめとする事業承継・引継ぎ

に関する支援策に加え、関係業界等における「中小Ｍ＆Ａガイドライン」の遵守を徹

底することが明記された。更に、令和３年６月に閣議決定された「成長戦略実行計

画」においては、中小企業の円滑な事業承継を後押しするとともに、中小企業がＭ＆

Ａの支援を適切に活用できる環境を整備する旨、その具体的な方向性としてセンター

の強化も明記された。 

また、同年４月には「中小Ｍ＆Ａ推進計画」をとりまとめ、今後５年間で、官民で

取り組むべきロードマップを示し、同年８月には中小Ｍ＆Ａの安心感の醸成のため

「Ｍ＆Ａ支援機関登録制度」を創設した。民間側の取り組みとしてはＭ＆Ａ仲介業者

による自主規制団体の設立がなされている。 

更に、令和４年３月には、事業承継に関連して生じた変化や新たに認識された課題

と対応策等を反映し、円滑な事業承継をより一層推進するため、「事業承継ガイドラ

イン」が改訂された。 

加えて、令和５年９月には、Ｍ＆Ａ専門業者との契約条項や手数料についての記載

の充実、Ｍ＆Ａ専門業者の支援の質の確保等の観点から「中小Ｍ＆Ａガイドライン」

が改訂された。 

 

３．令和５年度事業承継・引継ぎ支援事業の取組と実績 

（１）事業承継・引継ぎ支援センター及び中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部の

取組 

令和５年度の事業承継・引継ぎ支援センター（以下、「センター」という。）事業

については事業方針の項目に沿って、実施した主な取組は以下のとおり。 

 

ⅰ）情報収集・情報発信強化に向けた取組 

① 関係機関との連携強化 

センターは、よろず支援拠点、中小企業活性化協議会との連携を図っており、案件

の受け渡し件数の実績は次のとおり。 
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よろず支援拠点からセンターへ紹介された件数は２９０件（前年比１０９％）、セ

ンターからよろず支援拠点に紹介した件数は３２６件（前年比１２６％）の紹介を行

った。 

また、中小企業活性化協議会からセンターへ紹介された件数は２６５件（前年比 

１８０％）、センターから中小企業活性化協議会に紹介した件数は２５５件（前年比

２２４％）を紹介しており、前年度と比べて大幅に増加しており、連携が図られてい

る。 

 

② 中小企業・小規模事業者への周知・啓発活動 

令和５年度の事業評価基準に、新たに情報発信として各種メディア（新聞・テレ

ビ・ラジオ・雑誌等）やセンターのホームページを活用して情報発信した回数が評価

対象となり、各センターにおいては独自のダイレクトメールや地元新聞への広告掲載

等の積極的な取組がなされた。 

中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部（以下、全国本部）という。）は、後継者

不在の中小企業経営者に対し、事業引継ぎの重要性や早期に取り組むことの有効性、

センターの認知度向上を図ることを目的として周知・広報活動を行っており、令和５

年度に全国本部で実施した主な広報活動は次の通り。 

 

・ＰＲ誌「ＮＥｘＴ」の発行（年間３回発行 合計９４，４５０部） 

・ダイレクトメールの送付（年間３回発送 合計１２０万通） 

・専用ホームページの運営 

・事業承継・引継ぎの成約案件に関する動画の作成・掲載 

・新聞広告等の実施 

 

また、事業承継を経験した経営者の取組を参考に円滑な事業承継を促進するため、

中小企業・小規模事業者、支援機関等を対象に「事業承継フォーラム」をオンライン

形式で開催し、完全視聴回数は１３９，８９０回となった。 

 

ⅱ）掘り起し支援の強化 

① 事業承継ネットワーク構成機関との連携 

センターはプッシュ型事業承継診断等を活用した掘り起しを支援するエリアコーデ

ィネーターから相談案件に繋ぐことを期待している。 

令和５年度にネットワーク構成機関が実施した事業承継診断件数は２３０,９０７件

（前年比１０７％）、ネットワーク構成機関から取り次ぎを受けエリアコーディネー

ターが対応した相談件数は１０,５０７件（前年比１１０％）となり、前年度を上回る

取組がなされた。 
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② 外部専門家による支援体制の充実 

令和５年度の事業評価基準に、新たに登録機関等及び専門家等の活用が評価対象事

項となり、積極的に外部専門家の活用が図られた。 

令和３年６月に中小企業庁と日本弁護士連合会との間でセンターと弁護士会との連

携強化に向けて、地域の実情に応じて弁護士の紹介や互いの人材育成等を行う組織的

な取組を実施する共同コミュニケを策定。令和５年度までに１４地域でセンターと弁

護士会で覚書等を締結しており、弁護士が支援した連携案件は７１件に上り、そのう

ち３５件が成約に至った。 

 また、令和４年３月の中小企業庁と中小企業診断協会との間で、中小企業を当事者

とするＭ＆Ａ実施後の統合作業（ＰＭＩ：Post Merger Integration）を中心に、地域

の実情に応じて、中小企業診断士の紹介、相互の業務遂行に必要な範囲で中小ＰＭＩ

に関する人材育成を行う等の組織的な取組を実施する共同宣言を行い、令和５年度ま

でに９地域で連携した。 

 

ⅲ）事業承継・引継ぎ支援の充実 

① マッチング支援体制の整備 

中小企業庁が認定した民間Ｍ＆Ａプラットフォーマーとの連携強化のため、二次対

応の取扱を開始した。 

センター専門家向け研修を職能別（統括責任者研修、サブマネージャー、承継コー

ディネーター研修、エリアコーディネーター研修）に実施するとともに、センター事

業の基礎的な業務に関する業務研修及びデータベース研修について、オンラインも活

用したハイブリット形式で実施した。また、専門家のヒューマンスキル向上に資する

ことを目的として、マネジメント研修、リスク管理研修及びコミュニケーション研修

を実施した。 

全国本部が実施したセンター向け研修の実績は以下のとおり。 

■職能別研修 

〇統括責任者：２回、４７人  

〇サブマネージャー：８回、１３５人 

〇承継コーディネーター：１回、１０人 

〇エリアコーディネーター：２回、６３人  計：１３回、２５５人 

■データベース研修：２１回、２６６人 

■業務研修：１０回、１５２人 

■マネジメント、リスク管理、コミュニケーション研修：１８回、１,１１４人 
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② 親族内承継支援体制の整備 

センターでは、親族内承継支援体制を構築するため、承継コーディネーター、サブ

マネージャー及びエリアコーディネーターを適切に配置し、体制強化を実施したこと

により、親族内承継の相談件数、成約件数ともに過去最高の実績を計上した。 

 

③ データベースの活用 

全国本部が事業承継・引継ぎ支援事業実施のために運用する２つのデータベース

（以下、「ＤＢ」という。）、事業承継・引継ぎデータベース（以下、「承継・引継

ぎＤＢ」という。）及びノンネームデータベース（以下、「ＮＮＤＢ」という。）に

ついては、操作性・利便性の向上等に対応する観点から見直し、改修を行っており、  

令和５年度に実施した主要な取組は、以下のとおり。 

・ 承継・引継ぎＤＢについて、セキュリティ向上のため、利用者全員に対し多要

素認証を有効化し、認証デバイス類のマニュアルを展開して運用を開始。 

・ ＤＢの情報量の充実対応等のため、情報入力項目の拡充及び一部レポート機能

の改善の実施。 

 

④ 優良かつ多様なＭ＆Ａ専門業者の確保・育成 

センターでは、事業引継ぎ案件の二次対応等を促進させるため、センターに登録し

ている登録民間支援機関及びマッチングコーディネーターの増加に向けた取組みを行

っている。 

令和５年度は前年と比較して、登録民間支援機関が６５０機関、マッチングコーデ

ィネーターが８５３機関といずれも増加し、合計１，５０３機関となった。 

センターにおいて、二次対応の促進は事業引継ぎ案件の成約件数の増加に向けて重

要であり、今後は登録数の確保もさることながら、質の確保にかかる検討が必要とな

っているものと思料。 

 

＜令和５年度登録数＞（カッコ内は前年度数と前年比）  

〇登録民間支援機関６５０機関（６４６、前年比１０１％）  

【内訳】 

金融機関３２９機関（３２８、前年比１００％）、仲介業者等３２１機関 

（３１８、前年比１０１％） 

〇マッチングコーディネーター８５３機関・専門家（８２６、前年比１０４％） 

【内訳】 

会計士・税理士法人３１７法人（３１１、前年比１０２％）、仲介業者等３７６ 

機関（３５９、前年比１０５％）、弁護士事務所９５事務所（９４、前年比   

１０１％）、金融機関３０機関（２９、前年比１０３％）、司法書士・行政書士 
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また、民間Ｍ＆Ａ人材の受け入れとして、センターの支援能力の向上のため、Ｍ＆

Ａに関する優秀なプロ人材を中小企業庁で公募し、人材配置を希望するセンターへ配

置する取組を実施した。令和５年度は、２箇所のセンター（神奈川、新潟）において

民間企業からの出向受入れを実施した。 

 

⑤ 後継者人材バンクの積極化 

令和５年度の事業評価基準に、新たに、「後継者人材バンクによる成約件数」を評

価対象事項としたことから、前年度から大幅に成約件数の増加が図られた。 

 

（２）事業の実績 

① 相談者数、相談回数 

センターへの相談者数について、令和５年度の実績（図９）は、２３，７２２者

（前年比１０６％）となり過去最高を更新した。また、相談者に対して複数回の対応

を行うケースの相談回数（表２）は、８４,１１８回（前年比１２０％）となり、１者

あたりの平均相談回数は、３．５５回（前年比１０９％）となり、増加した。 

また、相談者数の累計は１２７，１１５者、相談回数の累計は２８２,４１２回とな

った。 

 

（図９）相談者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

  

（者） 

（累計 127,115 者） 
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（表２）事業開始以降のセンターの相談回数 

年度 ｾﾝﾀｰ箇所数 

（累計） 

相談者数 相談回数 １者あたりの 

平均相談回数 
（相談回数÷相談者数） 

事業引継ぎ

成約件数 

平成２３年度*   ７箇所 ２５０ ３５２ １.４１ ０ 

平成２４年度 ９９４ １,４４８ １.４６ １７ 

平成２５年度 １０箇所 １,６３４ ２,３７４ １.４５ ３３ 

平成２６年度 １６箇所 ２,８９４ ４,１６９ １.４４ １０２ 

平成２７年度 ４６箇所 ４,９２４ ８,０６４ １.６４ ２０９ 

平成２８年度 ４７箇所 ６,２９２ １３,０５７ ２.０８ ４３０ 

平成２９年度 ４８箇所 

 

 

 

８,５２６ １８,６９１ ２.１９ ６８７ 

平成３０年度 １１,４７７ ２６,３７７ ２.３０ ９２３ 

令和 元 年度 １１,５１４ ３３,７３２ ２.９３ １,１７６ 

令和 ２ 年度 １１,６８６ ４１,７５０ ３.５７ １,３７９ 

令和 ３ 年度 ２０,８４１ ６０,２２６ ２.８９ １,５１４ 

令和 ４ 年度 ２２,３６１ ７２,１７２ ３.２３ １,６８１ 

令和 ５ 年度  ２３,７２２ ８４,１１８ ３.５５ ２,０２３ 

合計（累計）  １２７,１１５ ２８２,４１２ ― １０,１７４ 

＊平成２３年度は１０月から事業引継ぎ支援事業を開始したことから、６か月の事業 

実施期間として計上。 

 出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

② 相談者の経路 

相談者がセンターを訪れる際の経路（図１０）は、ネットワーク構成機関に

よる掘り起し事業を経由して寄せられたものが約５７％、ホームページからが

約１１％、金融機関（構成機関としてのものを除く）からが約７％、商工団体

等の公的機関（構成機関としてのものを除く）からが約６％、ダイレクトメー

ルからが約３％となっている。 

「ネットワーク構成機関による掘り起し事業」を経由しての相談数並びに相

談比率が増加していることは、地域の中小企業支援機関とセンターを繋ぐエリ

アコーディネーターの仕組みが昨年度に増して効果的に機能した結果と考えら

れる。 
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（図１０）情報経路別相談割合 

 

 
     出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

③ 成約件数 

令和５年度の事業引継ぎの成約件数（図１１）は、２，０２３件（前年比 

１２０％）と過去最高となり、制度開始以来の累計の実績は１０，１７４件と

なった。 

 

（図１１）事業引継ぎ成約件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

④ 譲渡企業の売上、従業員数、業種の状況 

譲渡側企業を売上高別（図１２）で見ると、売上高３千万円以下が３７％、

３千万円超～１億円以下が３２％、１億円超～５億円以下が２７％、５億円超

～１０億円以下が３％、１０億円以上が１.２％となっており、１億円以下の

企業が６割超、５億円以下の企業が９割超を占めている。売上高別の構成割合

（件） 

0 17 33 102 
209 

430 

687 

923 
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1,379
1,514

1,681

2,023

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（累計 10,174件） 
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は前年度と大きく変化していないが直近３か年で見ると、３千万円以下の企業

の割合が増えている。 

従業員数別（図１３）をみると、１～５名が５４％、６～１０名が２０％、

１１名～２０名が１４％、２１名～１００名が１２％となっており、１０名以

下の企業が全体の７割強を占めている。 

業種別（図１４）をみると、製造業が２０％、卸・小売業が１８％、建設工

事業が１２％とほぼ横ばいとなっている。また、飲食・宿泊業は１３％と前年

度から微増となっている。 

 

（図１２）譲渡企業 売上高別構成比（令和３年～５年度比較） 

 

 

（図１３）譲渡企業 従業員規模別構成比（令和３年～５年度比較） 
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（図１４）譲渡企業 業種別構成比（令和３年～５年度比較） 

 

  出所（図１２、１３、１４）：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

⑤ 譲受企業の売上、従業員数、業種の状況 

一方、譲受側企業を売上高別（図１５）で見ると、３千万円以下が２０％、

３千万円超～１億円以下が２１％、１億円超～５億円以下が３０％、５億円超

～１０億円以下が８％、１０億円超～５０億円以下が１２％、５０億円以上の

企業は８％となっており、譲渡企業よりも大規模の企業が多くなっていること

がわかる。 

従業員数規模（図１６）では、１～５名が３３％、６～１０名が１５％、 

１１～２０名が１３％、２１～１００名が２７％、１０１名から２００名が

５％、譲渡側では１％未満だった従業員２００名を超える企業も７％あった。   

また、業種別（図１７）では、製造業が１６％、卸・小売業が１６％、建設

工事業が１３％となっている。また、飲食・宿泊業は９％とほぼ横ばいとなっ

ている。全体の構成比としては、前年度から大きな変化はない状況となってい

る。 
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（図１５）譲受企業 売上高別構成比 （令和３年～５年度比較） 

 
（図１６）譲受企業 従業員規模別構成比 （令和３年～５年度比較） 

 
（図１７）譲受企業 業種別構成比 （令和３年～５年度比較） 

  

出所（図１５、１６、１７）：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 



18 

 

2 5 12 19 25 35 36
53 48

94

2 7 19
38

63

98

134

187

235

329

0

40

80

120

160

200

240

280

320

360
年度 累計

77 188 354 445 777
1,054

1,354 1,368 1,345
1,562

77 265 619 
1,064 

1,841 

2,895 

4,249 

5,617 

6,962 

8,524 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000
年度 累計

⑥ 後継者人材バンク事業の実績 

後継者人材バンク事業は、後継者のいない小規模企業や個人事業主と、創業

を希望する個人とをマッチングする事業である。 

令和５年度の登録者数は１，５６２件となり、累計の登録者数は８，５２４

件となった。また、令和５年度の成約数は９４件となり、累計の成約件数は 

３２９件となり、前年度を上回る実績となっている（図１８、１９）。 

昨今では、自治体が実施する移住促進事業と連携し、セミナー等を開催する

等して特に移住希望者、地域おこし協力隊等とのマッチングを積極的に実施し

ている。 

 

（図１８）後継者人材バンク登録者数の推移  （図１９）後継者人材バンク成約件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所（図１８、１９）：中小企業業承継・引継ぎ支援全国本部 
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（３）事業目標及び達成状況 

① 全体目標と達成状況 

令和５年度の事業目標は、産業競争力強化法第１３４条第１項に基づく支援指針に

基づき、中小企業庁が策定した「令和５年度事業承継・引継ぎ支援事業に係る事業方

針」に定められており、完了件数（第三者承継）が２，０００件、相談件数（譲渡相

談）が８，５００件を目標値として事業を開始した。 

令和５年度の完了件数（第三者承継）は２，０２３件、相談件数（譲渡相談）は、

８，９５０件となり、目標値に対する達成率としては完了件数（第三者承継）が  

１０１％、相談件数（譲渡）が１０５％となり、目標数値を達成した（表３）。 

 

（表３）事業方針に記載された目標値及び実績値  

  目標値 実績値 達成率 

完了件数 

（第三者承継） 
２，０００ ２，０２３ １０１％ 

相談件数 

（譲渡） 
８，５００ ８，９５０ １０５％ 

相談件数 

（親族内相談） 
７，５００ ７，６３６ １０２％ 

プッシュ型事業承継診断 

件数（掘り起し件数） 
２００，０００ ２３０，９０７ １１５％ 

完了件数 

（親族内承継） 
１，３００ １，５５８ １１９％ 

構成機関より取り次ぎを受

け、エリアコーディネーター

が対応した相談件数  

９，５００ １０，５０７ １１０％ 

 

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

② 各センター毎の実績と、目標達成状況 

上記の目標値については、各センターの体制（人員等）や地域の状況（後継者不在

企業数等）等を勘案し、各センターの目標値として中小企業庁により設定されてい

る。 

センターの目標項目のうち、センター別譲渡相談件数及び第三者承継の完了件数

は、図２０のとおりである。 

また、令和５年度相談・成約件数の目標及び実績については、表４のとおりであ

る。センターの活動の基礎となる主要項目である相談件数について、親族内承継の相

談件数では３０箇所、第三者承継の譲渡相談では３１箇所のセンターが目標を達成、

第三者承継の完了件数では３０箇所のセンターが目標を達成した。 
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（図２０）センター別譲渡相談件数及び第三者承継の完了件数 

 

 出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部 

 

 

③ 雇用確保人数 

令和５年度において各センターが取組んだ第三者承継支援により、完了した譲渡企

業について、完了していなければ廃業により従業員の雇用が失われていたと考えた場

合、完了により雇用が維持・確保された人数は、約１万９千人となる。 
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（表４） 令和５年度相談・成約件数の目標及び実績 

 

 

都道府県
親族内承継

相談目標

親族内承継

相談件数

親族内承継

完了目標

親族内承継

完了件数

譲渡相談

目標

譲渡相談

件数

第三者承継

完了目標

第三者承継

完了件数

北海道 267 154 46 47 285 284 67 68.5

青森県 133 177 23 28 143 136 34 18

岩手県 117 79 20 20 126 139 30 22

宮城県 157 129 27 28 168 190 40 28

秋田県 152 140 27 28 165 170 39 28

山形県 107 58 19 20 114 107 27 19

福島県 149 93 26 12 159 86 38 17

茨城県 157 157 27 34 168 159 40 19.5

栃木県 156 263 27 36 167 229 39 47

群馬県 144 80 25 26 154 128 36 31

埼玉県 272 312 47 45 290 285 68 63

千葉県 232 286 40 48 248 302 58 69

東京都 - 3 - 2 342 449 81 98.5

東京都多摩 - 38 - 6 126 129 30 41

神奈川県 229 199 40 43 242 276 57 35.5

新潟県 226 128 39 42 243 216 57 58.5

長野県 156 159 27 32 167 217 39 46

山梨県 92 131 16 31 99 103 23 28

静岡県 263 281 46 50 281 168 66 66

愛知県 299 315 52 52 316 325 74 79

岐阜県 151 174 26 32 162 173 38 55.5

三重県 130 137 23 29 139 143 33 40

富山県 98 108 17 24 105 126 25 30

石川県 123 132 21 17 133 134 31 26

福井県 129 148 22 22 139 149 33 47

滋賀県 150 142 26 24 161 103 38 25.5

京都府 140 90 24 21 149 152 35 39

奈良県 115 87 20 19 124 112 29 20.5

大阪府 354 429 61 82 374 517 88 124.5

兵庫県 189 198 33 33 200 221 47 50.5

和歌山県 99 160 17 21 106 134 25 20

鳥取県 100 102 17 23 108 145 25 24.5

島根県 144 181 25 32 156 163 37 36.5

岡山県 139 146 24 66 149 146 35 41.5

広島県 220 241 38 38 236 197 56 55.5

山口県 120 122 21 21 129 134 30 33

徳島県 96 117 17 21 103 140 24 29

香川県 133 215 23 34 143 176 34 38.5

愛媛県 124 126 22 26 133 137 31 22

高知県 123 208 22 28 133 254 31 41.5

福岡県 249 250 43 62 266 264 62 64.5

佐賀県 138 153 24 49 149 176 35 49

長崎県 162 96 28 34 175 159 41 40

熊本県 186 114 32 38 201 204 47 59.5

大分県 168 188 29 36 181 205 43 43.5

宮崎県 164 121 28 40 177 183 42 44.5

鹿児島県 100 83 17 29 107 84 25 11

沖縄県 148 186 26 27 159 121 37 28

合計 7,500 7,636 1,300 1,558 8,500 8,950 2,000 2,023

目標達成数 30 40 31 30

※ は目標達成
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都道府県
事業承継

診断目標

事業承継

診断件数

エリアCo掘起し

目標

エリアCo掘起し

件数

北海道 7,903 11,853 339 375

青森県 2,226 2,984 169 113

岩手県 2,081 2,864 149 199

宮城県 3,315 3,557 198 241

秋田県 1,850 2,260 193 251

山形県 2,165 2,356 135 154

福島県 3,278 3,818 188 49

茨城県 4,440 12,334 199 303

栃木県 3,357 4,482 197 202

群馬県 3,628 3,638 183 151

埼玉県 9,018 10,372 345 300

千葉県 6,751 9,308 294 379

東京都 - - - -

東京都多摩 - - - -

神奈川県 10,476 9,281 290 296

新潟県 4,256 7,454 287 176

長野県 4,091 4,712 198 216

山梨県 1,715 2,477 116 209

静岡県 6,696 8,174 333 299

愛知県 11,643 14,487 378 557

岐阜県 3,953 7,514 192 277

三重県 2,878 2,953 165 201

富山県 1,935 2,070 124 143

石川県 2,260 1,225 156 209

福井県 1,633 4,691 163 171

滋賀県 1,934 3,267 190 134

京都府 4,417 4,510 177 181

奈良県 1,762 1,968 145 112

大阪府 15,140 15,501 449 638

兵庫県 8,091 9,488 239 286

和歌山県 1,921 2,356 125 128

鳥取県 898 2,135 127 55

島根県 1,239 1,624 182 331

岡山県 2,927 3,483 176 190

広島県 4,637 5,436 279 282

山口県 2,176 3,094 152 206

徳島県 1,417 2,279 121 179

香川県 1,726 2,256 168 99

愛媛県 2,431 2,864 157 178

高知県 1,397 1,911 156 233

福岡県 7,549 16,854 315 328

佐賀県 1,365 1,730 175 177

長崎県 2,336 3,063 206 195

熊本県 2,673 2,798 236 201

大分県 1,940 2,316 212 308

宮崎県 1,946 1,682 208 169

鹿児島県 2,790 2,537 127 199

沖縄県 2,633 2,891 187 227

合計 176,893 230,907 9,500 10,507

目標達成数 42 33

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部



23 

 

４．令和５年度事業評価 

（１）評価の枠組み 

（評価の手順） 

各センターは、事業年度終了後に「事業報告書」及び「自己評価」を、経済産業局

へ提出する。当機構全国本部では、経済産業局を経由して受領した「事業報告書」及

び「自己評価」に基づき、各センターの評価を実施。評価報告書を取りまとめ、「ア

ドバイザリーボード」に諮ったうえで、当機構理事長名で経済産業大臣あてに提出す

る。 

経済産業省では、同省ホームページにおいて評価結果を公表する。また、各センタ

ーの評価結果は、経済産業局を経由して各センターにフィードバックされ、各センタ

ーは評価結果を元に、今後の事業運営に係る改善等の取組を実施する。 

なお、評価結果は、中小企業庁及び経済産業局における翌年度の各センター委託費

の予算額に一部反映される。 

 

（評価方法・項目等） 

令和５年度事業の評価については、令和５年２月に開催されたアドバイザリーボー

ドに諮り、決定した評価方針及び評価方法に基づき実施する。 

評価項目は、事業の定量的な評価項目である「１．案件対応に関する事項（業務目

標の達成）」、事業の定性的な項目である「２．目標達成に向けた取組（事業者の掘

り起こし、関係他事業との連携）」、センター運営に関する項目である「３．事業承

継・引継ぎ支援センターの運営・コンプライアンス」の３つに分かれている。定量項

目が１８０点、定性項目が７５点、センター運営に係る項目が４５点で、合計３００

点満点。 

 

（項目内訳） 

【事業の定量的評価項目】（１８０点） 

・ 実績に基づき、①相談件数、②成約件数等について評価。 

【業務の定性的評価項目】（７５点） 

・ 目標達成に向けた取組として、①事業者の掘り起こし、②関係機関との連携、

③登録機関等及び専門家等の活用、④データベースの活用、⑤情報発信の取組

について評価。 

【センター運営に関する評価項目】（４５点） 

・ センターの運営に関する事項として、①顧客満足度、②支援応力向上への取組

について評価。また、コンプライアンス管理状況として、①法令順守等、②情

報漏洩防止について評価。 

これらの評価点に基づき、各センター（※）について、総合点を基準（達成割合に

よる基準）に照らして、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに区分する方法での絶対評価を行う。 
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（※）なお、東京都センター、東京都多摩地域センターについては、実施している事

業について評価し、合計点を算出し、絶対評価による考え方に算出された評価点

の合計点を当てはめ、区分する。 

 

（２）評価結果の概要 

（全体の概況） 

⚫ センターへの相談者数及び成約/完了件数はいずれも過去最高となった。第三者

承継は成約目標件数（２，０００件）を達成、目標達成センターは３０センタ

ー。また、親族内承継も完了目標件数（１,３００件）を達成、目標達成センタ

ーは４０センターと、何れの取組も促進されたことは評価に値する。 

⚫ 上記の要因として、基礎自治体を含めた地域の中小企業支援機関とセンターを

繋ぐエリアコーディネーターの仕組みが効果的に機能した結果と考えられる。 

また、広域マッチングによる成約件数を高めるため、圏域を跨ぐ案件情報交換

会の実施に加え、民間Ｍ＆Ａプラットフォーマーや登録機関等と連携したマッ

チングの強化、後継者人材バンクの利用促進等の環境整備を図る等して、広域

マッチングによる成約件数（４３１件）は過去最高となった。 

 

（事業項目の状況） 

⚫ 令和５年度の評価項目として「後継者人材バンク事業の成約件数」、「登録機関

等及び士業等専門家の活用」、「事業承継・引継ぎデータベースの記載内容の充

実」、「情報発信」、「支援能力向上の取り組み」が新たに追加された。 

⚫ これら項目は、成約件数の目標達成に向けた取組、譲渡案件等に係る財務デー

タ管理の整備等は当該事業に係る環境整備として、また各種メディアの活用に

よるセンターの認知度向上、センターに属する専門家の支援能力の向上に資す

る取組は、今後のセンター運営を円滑に推進するに際して必要不可欠な事項と

思料。 

 

（各センターの状況） 

令和５年度において、Ａ評価のセンターは１４センターであり、そのうち２年連続

でＡ評価のセンターは８センターであった。 

他方、Ｃ評価の８センターのうち２年連続してＣ評価となったのは６センターとな

った（今回、Ｄ評価に該当するセンターはなし）。 

地域別にみると、東北地域はＣ評価が２か所（Ａ評価は０か所）、関東地域はＣ評

価が２か所（Ａ評価は３か所）、近畿地域はＣ評価が２か所（Ａ評価は２か所）、 

九州・沖縄地域はＣ評価が２か所（Ａ評価は１か所）の状況となっており、次年度に

向けて更なる努力を期待したい。 
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（優良評価のセンター） 

令和５年度の評価について、優良な評価（Ａ評価）となったセンターは、栃木県、

長野県、三重県、富山県、佐賀県、徳島県、岐阜県、愛知県、千葉県、大阪府、新潟

県、岡山県、東京都、東京都多摩地域の１４センターとなった。 
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（３）各センターの評価結果 

 

 各センターの評価結果及び特徴等は以下の通り。 

 

 

センター 評

価 
特徴等 

北海道 B 道内 8箇所の商工会議所内にサテライトを設置し、商工会議所と密な

連携のもと、ワンストップでの支援体制を構築。更に、商工会連合会と

連携したセミナーや相談会を実施し、効率的・効果的な掘り起しに努め

たことで、相談件数は過去最高の 701件となった。成約については、譲

渡相談の大幅な増加、センターの支援人材の充実等もあり、三次対応

を中心に第三者承継及び親族内承継目標を達成した。一方、親族内

承継相談が大幅に未達なこと、登録機関等を活用した二次対応や広

域マッチング等での成約に繋がらなかったことで B評価となった。 

 

青森県 B 認定支援機関を中心に、センター・よろず支援拠点・活性化協議会が

一体となった支援体制を構築。更に、令和 5年度は、日本政策金融

公庫・商工会連合会・商工会議所連合会と 4者で覚書を締結して掘

り起しを強化したことから、相談件数が大幅に増加し、過去最高の 414

件となった。結果、親族内承継相談・完了件数共に目標達成したもの

の、第三者承継成約については、支援可能な民間 M&A仲介業者が

少ないことや譲受案件が伸び悩んだこと等でマッチングに繋がらず、大幅

な未達となり、また、エリアコーディネーターの掘り起しが未達となったことで

B評価となった。 

 

岩手県 B 令和 5年度より、サブマネージャー2名・エリアコーディネーター1名を増

員し支援体制を強化した。エリアコーディネーターが 3名体制となり、広

い県土をエリア制にすることで訪問の効率化、掘り起しの強化に努めた。

しかし、金融機関を中心にネットワークとの連携が弱く、相談件数はほぼ

横ばい、親族内承継相談件数は大幅に未達となった。一方、譲渡相

談は前年度を上回り目標を達成したこと、金融機関との二次対応での

成約に努めて第三者承継成約も過去最高の 22件となったことで、B

評価にランクアップした。 
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宮城県 B 統合以降、自治体を巻き込んで金融機関・商工団体との連携に努め

たこと、事業承継専門員やエリアコーディネーターによる掘り起しの取り組

みが定着してきたこと等で、相談件数は着実に増加。令和 5年度は過

去最高の 394件となり、譲渡相談は目標達成、親族内承継相談もほ

ぼ目標を達成した。一方で、期日管理や進捗管理を徹底し三次対応

を中心に成約に努力した結果、第三者承継・親族内承継共に過去最

高の実績となったものの、地元の地方銀行等とのマッチングが進まないこ

ともあり、第三者承継成約は目標未達となり B評価となった。 

 

秋田県 B 地方銀行への働きかけが強化されたこと、から派遣された相談員との連

携が強化されたこと等を背景に、金融機関・商工団体からの掘り起しも

強化され、相談件数が 405件（前年比、120件増）と大幅に増加した

ことから、譲渡件数及び親族内承継件数は目標を達成した。また、親

族内承継完了件数も目標達成したものの、第三者承継成約について

は、地元金融機関を中心に二次対応やプラットフォーマーの活用にも努

め、過去最高の 28件となったものの、目標未達となったことで B評価と

なった。なお、北秋田市や能代市等との自治体連携も進んでいる。 

 

山形県 C 認定支援機関と一体となって、事業承継支援に努めている。一方で、2

名のエリアコーディネーターでは広い県土の中で効果的な活動に繋がら

ず、商工団体・金融機関との連携が十分構築できていない。結果、相

談件数は頭打ちで、譲渡・親族内承継相談共に、目標未達となった。

また、第三者承継成約については、センター内での情報の共有化と金

融機関との二次対応を中心に目標達成に努力したものの、サブマネー

ジャー２名の欠員等の影響もあり未達となったこと等を主因に、C評価と

なった。今後は、ネットワークの再構築と支援人材の確保・育成に努めて

ほしい。 

 

福島県 C 令和 5年度も、サブマネージャー2名、エリアコーディネーター2名が交代

し、前年度に続き体制が大幅に変更となる等、人材の確保と定着が課

題。体制変更の中で、ネットワークとの連携が遅れたことや支援人員の

不足もあり、譲渡・親族内承継相談件数、第三者承継成約・親族内

承継完了の 4項目共に目標を大きく下回った。また、エリアコーディネー

ターによる掘り起しも低調となり C評価となった。なお、課題であった「ネッ

トワーク情報連絡会」、「金融機関情報連絡会」を組成でき、地元の

M&A業者や士業専門家との連携も強化しており、今後に期待できる。 
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茨城県 C 県や市町の自治体に加え、財務事務所との連携もあり県内金融機関

とのネットワーク構築が特に強化されている。第三者承継における相談

件数、成約件数はいずれも目標未達であったが、上記ネットワーク強化

の成果もあり相談は増加しているので、今後はセンター内外のマッチング

機能の強化により成約を増やすことが課題。親族内承継、掘り起しにつ

いてはいずれも目標を達成している。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
栃木県 A 商工団体、金融機関との強固なネットワークを引き続き維持、強化して

4年連続の A評価。第三者承継、親族承継とも目標を大きく超える成

果を達成。人員補強や広報活動等地道な取り組みもあり他のセンター

にも参考となる盤石の体制である。引き続きの課題としては、第三者承

継における外部支援機関の育成、活用があげられる。 

群馬県 B 第三者承継の相談件数、成約件数は目標未達であったが、センター開

設以来の最多件数を達成した。県主催のオープンマッチング事業への協

力や、財務事務所との共催による金融機関との連絡会議開催等第三

者承継の相談、成約を増やす取り組みを積極的に進めている。相談業

務に係る掘り起しの強化については、人員体制の拡充も望まれる。 

埼玉県 B 自治体、商工団体、金融機関との高頻度の情報交換体制を確立。活

発な相互連携が特徴。センター方針として相談者のフォローアップに力

点を置き、相談者との年間総相談件数は全国 2位。相談・完了 4項

目については、親族内承継の相談件数は目標達成。他の相談・完了

3項目は僅かながら未達となるも、第三者承継成約件数は過去最高

を更新。熊谷サテライトオフィスの機能化が進み、県北地域の相談対応

増加等、掘り起し事業強化に貢献。 

千葉県 A 自治体との強固な紐帯を軸に、事業承継ネットワークを活用しての支援

活動に邁進。高頻度の個別相談会等を通じて相談対応に尽力。エリ

アコーディネーターの掘り起し件数は全国 2位。斯かる取り組みの成果と

して、第三者・親族内承継の相談、成約・支援完了件数の相談・完了

全 4項目の目標を 120％以上達成。事業基盤の拡大・深化への取り

組みと計上実績を反映し、5年間継続しての A評価。情報管理体制

強化も注力。 
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東京都  A 事業承継ネットワーク事業の構築はないものの、広告宣伝活動強化、

金融機関連携、商工会議所ネットワーク活用、業界団体との連携策の

策定等、独自の活動領域拡大策を展開。第三者承継業務に特化し

た事業形態において、相談・成約 2項目について何れも目標比 120％

超の実績。地域性を反映して多種多様な案件相談に対応すべく、士

業関係者（弁護士等）との連携を強化し、難易度の高い相談への対応

にも尽力。 

東京都 
多摩地域 

 A 事業承継ネットワーク事業の構築はないものの、数年来の地域の基礎

自治体との独自連携に特徴。東京多摩地域全 30市町村中 15市へ

の出張相談会実施等、着実に関係強化。弁護士連携等、専門家活

用を通じて難易度の高い相談にも鋭意取り組み。第三者承継業務に

特化した事業形態において、相談・完了 2項目何れも目標達成。セン

ター事業開始以来、初の A評価を獲得。メール誤送信防止システム導

入検討等、情報管理体制強化に注力。 

神奈川県 C エリアコーディネーターによる活動を通じて事業承継ネットワークを拡大。

神奈川県弁護士会より継続的に弁護士サブマネージャー1名派遣。専

門的知見を活用した相談対応に特徴。斯かる取り組みの成果として、

相談・完了 4項目中 2項目目標未達なるも、件数は年々増加傾

向。親族内承継業務における構成機関（県内金融機関）連携による

事業承継計画策定支援は、自走化を目指す構成機関連携の先駆的

取り組み。中期的テーマとして、構成機関連携強化等を通じての県内

における確固たる事業基盤構築に期待。 

 

 新潟県 A 第三者承継の相談件数は目標未達であったが、成約件数は民間

M&A プラットフォーマーの積極的な活用もあり高い目標件数を達成し、

センターとして開設以来の最多件数を達成した。一方で掘り起し活動

や、親族内承継の相談件数は目標を大きく下回る結果となった。自治

体との連携や、オープンネームプラットフォームの活用等、引き続き積極

的に取り組んだ。 

長野県 A 県内の各支援機関との強力なネットワークを維持・強化し、第三者承

継の相談件数、成約件数ともセンター開設以来、最多の件数で目標

達成を果たした。活性化協議会や弁護士との連携による、難易度の高

い案件の成約もあった。加えて令和 5年度はエリアコーディネーターの活

動が活発化したこともあり、親族内承継や掘り起しについても目標達成

となった。 
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山梨県 B 商工団体にエリアコーディネーターを配置し、掘り起し業務の活性化を図

ったこともあり、第三者承継の相談件数、成約件数ともセンター開設以

来の最多件数で目標を達成した。親族内承継、掘り起しも同様に目

標を大きく超える成果となった。今後は、広報活動等の情報発信も積

極的に進めることが期待される。 

静岡県 B 自治体と連携しての事業承継ネットワークの発達は全国随一。商工団

体をベースに金融機関連携、自治体連携へも注力等、地域全体での

取り組み体制を指向。地域金融機関より広くサブマネージャー採用、エ

リアコーディネーター32名体制等、センター組織体制にも特徴。第三者

承継は譲渡相談件数が目標未達であったが、既存相談を堅調に対応

し成約件数目標達成。親族内承継は相談・完了共に目標達成。現

在も進化を続ける強固なネットワーク基盤を活用しての更なる事業発展

に期待したい。 

 

 

 

 

 

愛知県 A 令和 5 年度も、第三者・親族内承継の相談、成約・支援完了件数等

業務目標をすべて達成、8 期連続の A 評価となった。 豊橋サテライトの

設置や地域ネットワーク「とよはし事業承継ひろば」への参画、県内 11

市をはじめとする構成機関と連携した相談会の実施等により、更に存在

感を増している。また、期日管理の徹底や、登録機関等を活用した二

次対応への取組は他センターの模範となっている。 

岐阜県 A 令和 5 年度は、第三者・親族内承継の相談、成約・支援完了件数等

業務目標をすべて達成、登録機関等を活用した二次対応への取り組

みや期日管理の徹底により、7年ぶりに A評価となった。また、事業者の

掘り起しに関しても、ネットワーク構成機関による定期的なアンケートの

実施や、エリアコーディネーターによる訪問・相談対応の定着により、成

果に結びつけた。 

三重県 A 令和 5 年度は、第三者・親族内承継の相談、成約・支援完了件数等

業務目標をすべて達成したほか、よろず支援拠点・中小企業活性化協

議会の活用並びに DB の活用に努め、評価開始以降初めて A 評価と

なった。また、事業者の掘り起しに関しても、事業承継ネットワーク会議

の開催やエリアコーディネーターによる構成機関への定期的な訪問、ダイ

レクトメールの発送等により着実に成果を上げている。 
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富山県 A 令和 5 年度は、第三者・親族内承継の相談、成約・支援完了件数等

業務目標をすべて達成したほか、登録機関等を活用した二次対応への

取り組みや支援機関との連携並びに DB の活用に努め、前年度に続き

A 評価となった。また、事業者の掘り起しに関しても、事業承継ネットワ

ーク会議の開催や商工団体・金融機関向け勉強会の開催、エリアコー

ディネーターによる構成機関への定期的な訪問により着実に成果を上げ

ている。 

石川県 B 令和 5年度は、第三者・親族内承継の相談件数は目標を達成したも

のの、能登半島地震の影響もあり、第三者承継の成約件数及び親族

内承継の支援完了件数は目標未達となったことから、B評価となった。

一方、後継者人材バンクへの積極的な取り組みや、マスコミを通じたセ

ンターの普及・広報活動、関係機関との連携、NNDB への案件登録は

評価できる。事業承継診断件数、支援機関との連携、DB の記載内

容の充実及び期日管理に関しては改善の余地があり、今後に期待した

い。 

 
福井県 B 相談会、セミナーの開催、地元紙等のメディア活用等、センターの知名

度向上に積極的に取り組んでいる。令和 5年度は、第三者承継の譲

渡相談・成約、親族内承継の相談・完了目標いずれも達成したが、期

日管理等 DB の活用項目で課題が残った。今後は、NNDB等を活用

したマッチングや後継者人材バンクの取り組み強化、並びにエリアコーディ

ネーターのネットワーク構成機関等への継続的なアプローチによる掘り起

し案件の一層の増加を期待する。 

滋賀県 C センターの掘り起し活動について、メンバーの刷新等を行い、体制強化を

図っているところ。県による事業承継推進施策との連携にも注力。令和

5年度は第三者承継の譲渡相談・成約、親族内承継の相談・完了、

エリアコーディネーターの掘り起し件数とも目標未達であり、ネットワーク構

成機関との関係強化が最大の課題。構成機関との接点を増やすこと

で、顔の見える関係を構築することが重要と思料。掘り起しに関する意

識改革を進め、当面は相談件数の増加に主眼を置いたセンター運営が

望まれる。 

 
京都府 B センター運営において案件・情報管理、コンプライアンスの徹底等、堅確

な体制を整備。事業者減等課題の多い北部地域では、京都府と連携

し自治体等との協働を推進中。令和 5年度は第三者承継の譲渡相

談目標を達成し、成約についても初めて目標を達成したが、親族内承

継の相談・完了件数は目標未達となり、次年度のリカバーが課題。相

談者紹介ルートの多様化、京都府や自治体と協働した地域自走化に

向けた基盤作りの更なる推進を期待したい。 
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奈良県 C エリアコーディネーターの刷新を行い、ネットワーク構成機関との関係強化

に注力中。弁護士会との連携は他センターに先んじて取り組んでいる。

かねてより個別案件の支援は丁寧に行っているが、令和 5年度は、第

三者承継の譲渡相談・成約、親族内承継の相談・完了、エリアコーディ

ネーターの掘り起し件数のいずれも目標未達に終わった。掘り起し体制

や方法を見直した効果は、これから実績面の数字に現れると思われる

が、まずは相談件数増加への注力を望みたい。 

 

大阪府 A センターに属する専門家はエリアコーディネーターを含めて全員が週 5日

の勤務。金融機関より継続的に出向者を受け入れている。令和 5年

度は第三者承継の譲渡相談・成約、親族内承継の相談・完了とも目

標達成し、新規相談件数、成約件数は全国のセンターで第一位の数

字となった。今後は、多様化する相談・支援ニーズに対応するために、よ

ろず支援拠点、活性化協議会との連携強化、士業専門家の効果的

な活用、並びに地域自走化に向けた掘り起し活動の更なる推進を期

待したい。 

 

 

 

兵庫県 B 県内 8箇所の商工会議所等に相談拠点を開設し、掘り起し活動を推

進。活性化協議会とは緊密な連携を行っている。令和 5年度は第三

者承継の譲渡相談・成約、親族内承継の相談・完了のいずれも目標

を達成し、実績を大きく伸長させたことは高く評価できる。今後はセンタ

ーにおける相談、支援の更なる質の向上、そのための知識、ノウハウの蓄

積・共有を望みたい。ネットワーク構成機関との関係強化、裾野拡大に

引き続き注力し、県内全域にわたる事業承継の普及・推進を期待す

る。 

 
和歌山県 B 県と連携し、県内 7地域において「事業承継支援に資する意見交換

会」を開催し、ネットワーク構成機関との関係強化に努めている。よろず

支援拠点とはかねてから緊密に連携。令和 5年度は、親族内承継の

相談、完了および譲渡相談について目標達成。第三者承継の成約は

達成率 80％と目標には届かなかったものの、件数は 20件と過去最高

の数字となった。センター全体として構成機関との関係作りに取り組んだ

結果、掘り起し活動が機能しており、一層のセンター知名度向上を期

待したい。 

 

 鳥取県 B 第三者承継の譲渡相談件数・完了件数、親族内承継の相談件数・

完了件数の全てにおいて目標達成。西部地域に係る窓口の体制強化

等の施策効果も定着。平成 29年度以来 6年ぶりに C評価から B評

価となった。事業承継診断は倍以上の目標達成率である。一方、エリ

アコーディネーターの掘り起しが課題。第三者承継では、マッチングコーデ

ィネーターの追加登録による二次対応の取り組み推進も企図しており、

更なるパフォーマンスの向上が期待される。 
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島根県 B 第三者承継の譲渡相談件数・完了件数、親族内承継の相談件数・

完了件数の全てにおいて目標達成。また、掘り起し事業も事業承継診

断件数、エリアコーディネーターの掘り起し件数のいずれも目標達成。事

業承継推進員の設置等事業承継に手厚い支援策を講じている県や、

認定支援機関を中心とした商工団体等と緊密に連携した支援体制を

構築している。また、県西部に配置したサブマネージャーを中心に、当地

域の支援人材を強化しており、更なる成果が期待される。 

岡山県 A 第三者承継譲渡相談件数は若干の未達であったが、同成約件数と親

族内承継相談件数・完了件数は目標達成。センター設置以降初めて

A評価となった。特に親族内承継完了件数については引き続き全国 1

位の達成率。掘り起し事業も事業承継診断件数、エリアコーディネータ

ーの掘り起し件数のいずれも目標達成。商工団体と円滑な関係を築い

ており、経営指導員が主体的に事業承継診断に取り組むと共に、その

後の支援についてセンターと連携する仕組みを構築済。 

広島県 B 第三者承継の相談件数は若干未達となったが、完了件数、親族内承

継の相談件数・完了件数は目標達成。また、掘り起し事業も事業承

継診断件数、エリアコーディネーターの掘り起し件数のいずれにおいても

引き続き目標達成。福山市と呉市にサテライト拠点を配置することで、

県内を隈なくカバーできる体制を構築している。また、案件マッチングにメ

ールマガジンを活用し、後継者人材バンク専担者を設置して当該事業

を推進する等、独自の活動にも積極的であり、更なるパフォーマンス向

上が期待される。 

 
山口県 B 第三者承継・親族内承継の相談件数・完了件数は全て目標達成。 

課題であった第三者成約件数も、県が新たに設置した経営課題診断

員との連携や、市町主催の事業承継に関する相談会への協力等の施

策効果もあり、目標達成。地元の士業等専門家や信用保証協会、

中国地方を事業基盤とする登録機関等との連携強化を図ってお

り、課題である二次対応案件の取り組み推進が期待される。 

徳島県 A 県との連携が緊密で、同じ建物内にある中小企業活性化協議会やよ

ろず支援拠点とも相互に活発な支援関係にある。また、信用保証協会

とも連携関係を維持。これらの良好な関係性を活かし、成約に繋がる

良質な相談情報を数多く獲得し、それをセンターで適切に支援すること

により高い確度で完了まで導いている。その結果、多くの事業評価項目

でバランスよく好成績を残し、令和 4 年度に続く A 評価となった。掘り起

しや相談件数は全国平均を下回るが、完了に結びつく質の高い情報を

多く収集できる点が強み。 
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香川県 B 第三者承継や親族内承継の相談・完了件数を始めとする「業務目標

関連項目」の達成度は非常に高い水準であったが、その基盤構築を目

的とする「目標達成に向けた取組」で達成度の低い項目が幾つかあり、

6年続いた A評価から B評価となった。近隣の県の中では掘り起しや

相談件数が多いのが特徴であったが、令和 3年度、令和 4年度と比べ

て減少。これまでのセンターの努力の積み重ねによりネットワーク構成機

関からの情報収集基盤は強固であるので、減少が一過性のものとなる

よう情報収集体制を見直していただきたい。 

愛媛県 B 令和 3年度、令和 4年度に続き B評価となった。掘り起し件数や

相談件数が少ないのが当センターの弱点であったが、県の報奨金

制度などの後押しもあり商工団体からの掘り起し件数が増加し、相

談件数の増加にもつながっている。個々の案件に対して丁寧で適

切な支援がなされ、リスク管理についても徹底されており、オペレー

ションの安定度は高い。一方で、着実に相談件数は増加中である

が、A評価にランクアップするには、より一層、情報収集基盤を強化

していく必要があるものと思料される。 

高知県 B 県土が東西に長く山間部も多いため、訪問面談を行うことが困難な状

況にあるにもかかわらず、支援機関から掘り起こされた数多くの相談情

報に対し、プロジェクトマネージャーを含むセンタースタッフが労を厭わずア

プローチし、全国的にみても上位の相談件数を維持している。支援体制

においては、弁護士などの専門家をサブマネージャーとして登用し、支援

能力の向上を図りつつある。一方で、専門的な支援はトラブルに繋がる

可能性も否定できず、また、士業等専門家のサブマネージャー登用は遵

守すべきコンプライアンス項目も増加するため、リスク管理の徹底をお願

いしたい。A評価まであと僅かの所まで来ており、令和 6年度に期待。 

 

福岡県 B 新規相談件数は 924件と大阪、東京に次いで 3番目に多い。特に譲

受（買い）相談が 407件と東京に次いで多いセンターである。また、譲渡

相談件数についても 264件と前年 191件から 73件増加しており、特に

県内の商工団体から定期的な紹介を受け、新規相談に対応している。

また、センター内での情報や案件の進捗状況を共有化することで、事業

者の支援をセンター全体で支える体制を構築している。親族内完了件

数は大阪、岡山に次いで多い 62件、第三者承継の成約も 65件と前

年比で 9件も増加。今後も活躍が期待される。 



35 

 

佐賀県 A 令和 5年度は親族内承継の新規相談・完了件数目標、第三者承継

の譲渡相談件数・成約件数目標の全てで目標を達成。佐賀県が設置

している「事業承継支援員」と連携することにより、県内の商工団体が

行う事業承継診断や掘り起しについてもきめ細やかに対応することが可

能となっている。特に親族内承継については紹介元である商工団体職

員との帯同訪問や事業承継計画の説明時に同席を求める等、その後

の伴走支援を見据えた支援活動を行っている。また、第三者承継の支

援についても地元金融機関との定期的な情報交換や外部専門家の活

用に積極的である。なお、令和 5年度で 6年連続の A評価であり、引

き続き活躍が期待される。 

長崎県 B 五島列島、壱岐、対馬等、47都道府県で最も県土に島が多いため、

島嶼部への対応が重要なセンターである。以前より掘り起しを兼ねて県

内各地で小規模のミニセミナーや個別相談会を頻繁に開催しており、令

和 5年度も 70回を超えるミニセミナー等を実施している。しかしながら、

新規相談件数が減少しており、特に親族内承継については前年比 21

件減の 96件（目標比 59％）と低迷している。金融機関等ネットワーク

構成機関への再アプローチと共に、長崎県の協力のもとで基礎自治体

を巻き込んだ事業承継支援の体制づくりの検討が必要と思われる。 

熊本県 B 親族内承継の新規相談件数は目標未達であったが、それ以外の第三

者承継の相談件数・成約件数、親族内承継の完了件数については目

標達成した。昨年度より天草エリアにサテライトオフィスを設置し、県内

地域の支援体制を強化した。特に第三者承継の新規相談は前年比で

29件、成約件数も 13件増加した。これに加えて、活性化支援協議会

との連携についても積極的であり、事業承継と事業再生両面での支援

が受けられる体制づくりに努めている。 

大分県 B 令和 5年度は親族内承継の新規相談・完了件数目標、第三者承継

の譲渡相談件数・成約件数目標の全てで目標を達成した。以前より

親族内承継における後継者育成に力を入れており、令和 5年度も商

工団体を巻き込んだ形での後継者塾やアトツギ支援研修を実施してい

る。特に、大分県と協力して県内の基礎自治体職員向けの研修会を

実施しており、今後の自治体連携を視野に入れた活動に期待したい。 
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宮崎県 B 親族内承継の新規相談件数は目標未達であったが、それ以外の第三

者承継の相談件数・成約件数、親族内承継の完了件数については目

標を達成した。エリアコーディネーターを県内 4箇所の商工会議所内に

駐在させて、地域との連携を強化して掘り起しを行っている。また、以前

より各基礎自治体に事業承継支援の対策を促す観点から、地元商工

団体と共催で「事業承継アンケート」を実施しており、令和 5年度は県

内 13市町村でアンケートを行った。今後は基礎自治体を巻き込んだ形

での支援体制構築に期待したい。 

 
鹿児島県 C 親族内承継の完了件数目標は達成したものの、それ以外の親族内承

継の相談件数、第三者承継の譲渡相談件数・成約件数については目

標未達であった。それでも、譲渡相談件数は前年比で 18件増の 84

件の新規相談を受けており、潜在的な需要はあるものと想定される。そ

のため、県内事業者に対しては、センター事業の周知・浸透が重要とな

る。これまで以上の活躍に期待したい。 

沖縄県 C 親族内承継の相談件数・完了件数は目標達成したものの、第三者承

継の譲渡相談件数及び成約件数は目標未達であった。よろず支援拠

点とは、相談窓口の開設や宮古や石垣等の離島地域で相談会の共

同開催等、連携して相談体制を構築している。また、沖縄振興開発金

融公庫とは、相互に案件紹介を実施し県内事業者のマッチング促進へ

の取り組みを進めようとしているところである。なお、センターの体制強化

の観点からは、カルテ記載内容の充実や相談者への期日管理など内部

業務の体制強化を合わせて実施することが求められている。 

 

 

 

以上 


